






要約:現行のマススクリーニング運営システムにつきアンケート調査を行い、自治体が本事

業においてはたしている役割の実態について分析した。回答のあった 41 都道府県、10 政

令指定都市につき集計した結果、以下の結果をえた。1)51自治体のすべてで7項目の検査

が実施されている。2)自治体と検査機関(スクリーニングセンター)との連絡、協議は 42

自治体が行っているが、依頼機関(産婦人科など)、治療機関(精査治療を行う病院など)と

の連絡をおこなっているのは17 自治体であった。3)異常(疑い)児が発見された場合、検査

機関からの報告は 51自治体すべてが受けているが、そのうち発見 2日以内に連絡を受けて

いる自治体は 24 であった。また、17 自治体が、児の初診の報告を治療機関から受けてい

た。4)36 自治体で保健婦が本事業に何らかのかたちで関与していた。 


